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令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日  

企 画 財 政 部 財 政 課  

 

令和６年度秋田市の財務書類について 

 

１ 地方公会計制度の概要 

    地方公共団体の予算・決算は、現金の収支に基づく現金主義を採用し、

経済活動の取引を一面的に記録する単式簿記で記帳しています。この制度

は、現金の収入と支出の状態がわかりやすい反面、資産や負債に関する情

報や、行政サービスを提供するために発生した、非現金などのコスト情報

が不足しています。 

地方公会計制度では、「現金主義・単式簿記」によるこれまでの会計制度

に、「発生主義・複式簿記」といった企業会計的な手法を取り入れることに

より、資産・負債などのストック情報や、非現金などのコスト情報を把握

することが可能になります。 

財政状況をわかりやすく開示するとともに、資産や債務の管理などに活

用することで、財政の効率化・適正化を図るものです。 

 

２ 本市の取組 

本市では、財政状況を明らかにする取組の一つとして、平成13年度決算

から「普通会計貸借対照表（総務省方式（旧モデル））」を作成し、平成18

年度決算からは、普通会計貸借対照表に加えて「行政コスト計算書」を作

成しています。 

平成20年度決算からは、国の「地方公共団体における行政改革の更なる

推進のための指針（平成18年８月）」に基づき、普通会計・市全体に加え、

外郭団体や一部事務組合を含めた「連結」の財務書類４表を「総務省方式

改訂モデル」で作成しています。 

  平成28年度決算からは、国の「統一的な基準による地方公会計の整備促

進について（平成27年１月）」に基づき、固定資産台帳を整備・更新の上、

一般会計等・市全体に加え、外郭団体や一部事務組合を含めた「連結」の

財務書類を作成しています。 
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３ 財務書類４表の関連性 

    財務書類４表は次表のとおり相互に関連しており、各表に計上している

金額はそれぞれ一致しています。 

 
 

４ 一般会計等財務書類 

    一般会計等とは、公営事業会計以外の会計を統合して一つの会計として

まとめたもので、本市の一般会計等は、次の７つの会計で構成されていま

す。 

 

※作成の基準日は、令和７年３月31日としています。なお、出納整理期間（令和７年

４月１日～令和７年５月31日）における収入支出については、基準日までに終了した

ものとして処理しています。 

【行政コスト計算書】

【資金収支計算書】

【純資産変動計算書】

負　債資　産

純資産

【貸借対照表】

現金預金

収 入

－

支 出

歳計現金増減額

＝
＋

期首歳計現金残高

＝

期末現金預金残高

経常費用

－

経常収益

＝

純行政コスト

期首純資産残高

－

純行政コスト

＋

税収等・国県等補助金

±

資産評価差額等

＝

期末純資産残高

期末歳計外現金残高

＋

期末歳計現金残高

＝

±

純経常行政コスト

臨時損失・利益

＝

・一般会計

・土地区画整理会計

・市有林会計

・市営墓地会計

・病院事業債管理会計

・学校給食費会計

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

一般会計等
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 (1) 貸借対照表 

貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している資産（財産）

と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的

に対照表示しています。 

令和６年度末の資産額は、事業用資産・インフラ資産が2,952億3,100万

円、各種団体への投資及び出資金等が326億8,700万円であり、固定資産全

体では3,603億9,300万円、現金預金や未収金などの流動資産が119億7,900

万円で合計3,723億7,200万円となっています。 

負債は、1,903億200万円で、その87.8％が地方債です。資産から負債を

差し引いた純資産は1,820億7,000万円となっています。 

 
○事業用資産････････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産 

○インフラ資産･･････道路、河川等の社会基盤となる資産 

○棚卸資産･･････････遊休資産や未利用資産など、現在行政目的のために使用され

ていない資産 

○退職手当引当金････特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合

の退職手当見込額 

 

 
 

（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]

１固定資産 360,393 １固定負債 171,138

(1)事業用資産 185,551 (1)地方債 152,837

(2)インフラ資産 109,680 (2)退職手当引当金等 18,301

(3)物品 5,772

(4)無形固定資産 550 ２流動負債 19,164

(5)投資及び出資金等 32,687 (1)翌年度償還予定地方債 14,287

(6)長期延滞債権 1,279 (2)その他 4,877

(7)長期貸付金 20,937

(8)基金 3,937 負債合計 190,302

２流動資産 11,979 [純資産の部]

(1)現金預金 4,512

(2)未収金 407 純資産合計 182,070

(3)短期貸付金 1,515

(4)基金 2,488

(5)棚卸資産等 3,057

資産合計 372,372 負債・純資産合計 372,372

借　　　方 貸　　　方
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（前年度との比較）
（単位：百万円）

借　　方
R6年度

Ａ
R5年度

Ｂ
増減額
Ａ－Ｂ

貸　　方
R6年度

Ａ
R5年度

Ｂ
増減額
Ａ－Ｂ

[資産の部] [負債の部]

１固定資産 360,393 360,351 42 １固定負債 171,138 173,277 △ 2,139

(1)事業用資産 185,551 184,662 889 (1)地方債 152,837 154,233 △ 1,396

(2)インフラ資産 109,680 108,081 1,599 (2)退職手当引当金等 18,301 19,044 △ 743

(3)物品 5,772 6,089 △ 317

(4)無形固定資産 550 800 △ 250 ２流動負債 19,164 18,740 424

(5)投資及び出資金等 32,687 31,249 1,438 (1)翌年度償還予定地方債 14,287 14,009 278

(6)長期延滞債権 1,279 1,273 6 (2)その他 4,877 4,731 146

(7)長期貸付金 20,937 21,660 △ 723

(8)基金 3,937 6,537 △ 2,600 負債合計 190,302 192,017 △ 1,715

２流動資産 11,979 13,616 △ 1,637

(1)現金預金 4,512 5,104 △ 592

(2)未収金 407 395 12

(3)短期貸付金 1,515 1,506 9 [純資産の部]

(4)基金 2,488 3,396 △ 908

(5)棚卸資産等 3,057 3,215 △ 158

資産合計 372,372 373,967 △ 1,595 負債・純資産合計 372,372 373,967 △ 1,595

純資産合計 182,070 181,950 120

（有形固定資産内訳）
（単位：百万円）

R6年度
Ａ

R5年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

事業用資産 総務 50,607 51,192 △ 585

教育 82,509 80,418 2,091

福祉 5,714 5,789 △ 75

環境衛生 15,098 15,361 △ 263

産業振興 8,577 8,730 △ 153

消防 6,442 6,078 364

生活インフラ・国土保全 16,604 17,094 △ 490

185,551 184,662 889

109,680 108,081 1,599

5,772 6,089 △ 317

301,003 298,832 2,171有形固定資産計

借　　　方

事業用資産計

インフラ資産

物品



- 5 - 

(2) 行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、１年間（４月１日～翌年３月31日）の行政活動の

うち、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費（福祉、ごみ収集

など）と、その行政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比

させています。 

経常費用は1,303億1,500万円で、職員給与費などの「人件費」が241億

3,900万円、物件費や減価償却費などの「物件費等」が357億7,000万円、公

債費の支払利息などの「その他業務費用」が20億800万円、生活保護などの

扶助費や特別会計への繰出金などの「移転費用」が683億9,800万円となっ

ています。 

経常収益は50億3,300万円で、経常費用から経常収益を差し引いた純経

常行政コストは1,252億8,200万円、臨時損失・利益を加味した純行政コス

トが1,258億7,200万円となっています。 

 
○退職手当引当金繰入････将来の退職手当のうち当期発生した分 

○物件費等･･････････････旅費、備品購入費、委託料などの経費 

○維持補修費････････････施設などの維持修繕に要する経費 

○減価償却費････････････有形固定資産が経年劣化などに伴い価値が減少したと認

められる額 

○補助金等･･････････････各種団体に対する補助金等 

○社会保障給付･･････････高齢者や障がい者に対するサービス給付、生活保護など

に要する経費 

○他会計等への支出額････特別会計など他会計に対する繰出金 

（単位：百万円）

R6年度
Ａ

R5年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

[経常費用] 130,315 128,002 2,313
１ 業務費用 61,917 58,537 3,380
　(1)人件費 24,139 22,565 1,574
　　 職員給与費等 20,807 19,556 1,251
     賞与引当金繰入 2,010 1,933 77
     退職手当引当金繰入 1,322 1,076 246

　(2)物件費等 35,770 33,537 2,233
　　 物件費等 20,556 18,979 1,577
     維持補修費 4,266 3,927 339
     減価償却費 10,948 10,631 317

　(3)その他業務費用 2,008 2,435 △ 427

２ 移転費用 68,398 69,465 △ 1,067
　 補助金等 22,531 24,412 △ 1,881
   社会保障給付 37,226 36,404 822
   他会計等への支出額 8,641 8,649 △ 8

[経常収益] 5,033 11,513 △ 6,480
使用料・手数料 2,251 2,260 △ 9
その他 2,782 9,253 △ 6,471
純経常行政コスト（経常費用－経常収益） 125,282 116,489 8,793
[臨時損失] 1,055 6,218 △ 5,163
[臨時利益] 465 367 98

純行政コスト 125,872 122,340 3,532
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(3) 純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」が令和６年４月１日

から令和７年３月31日までの間に、どのような財源や要因で変動したかを

表しています。 

令和６年度末現在の純資産残高は1,820億7,000万円で、期首純資産残高

と比較して１年間で1億2,000万円増加しています。 

 
 

 

(4) 資金収支計算書 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３

つの区分（「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」）に分けて

表示したものです。 

業務活動収支は、日常の行政活動による資金収支の状況を表しています。

支出額には人件費や社会保障給付、収入額には市税や地方交付税、使用 

料・手数料などの収入を計上しています。 

投資活動収支は、公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況を表して

います。公共資産の整備などによる支出とその財源となる国県支出金、地

方債などの収入のほか、貸付金や基金の積立てなどによる支出とその財源

となる収入を計上しています。 

財務活動収支は、主に地方債の元金償還の資金の出入りを表しています。 

令和６年度の期末歳計現金残高は、令和５年度末の29億1,100万円から 

６億4,300万円減少し、22億6,800万円となっています。 

また、業務・投資活動収支（基礎的財政収支）は、21億9,200万円の赤字

となっています。 

 
 
 

（単位：百万円）

R6年度
Ａ

R5年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

期首（前年度末）純資産残高 181,950 230,841 △ 48,891

純行政コスト（△） △ 125,872 △ 122,340 △ 3,532

財源 126,219 125,252 967

　税収等 84,967 80,952 4,015

　国県等補助金 41,252 44,300 △ 3,048

資産評価替・無償受入等 △ 227 △ 51,803 51,576

期末（本年度末）純資産残高 182,070 181,950 120
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○業務・投資活動収支：公債費および基金関連の歳入・歳出を除いた財政収支 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

R6年度
Ａ

R5年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

１業務活動収支 7,025 7,180 △ 155

支出 120,400 118,888 1,512

収入 127,425 126,068 1,357

２投資活動収支 △ 6,550 △ 8,067 1,517

支出 23,176 23,548 △ 372

収入 16,626 15,481 1,145

３財務活動収支 △ 1,118 1,199 △ 2,317

支出 14,009 12,675 1,334

収入 12,891 13,874 △ 983

当年度歳計現金増減額 △ 643 312 △ 955

期首歳計現金残高 2,911 2,599 312

期末歳計現金残高 2,268 2,911 △ 643

期末歳計外現金残高 2,244 2,193 51

期末現金預金残高 4,512 5,104 △ 592

（業務・投資活動収支）
（単位：百万円）

R6年度
Ａ

R5年度
Ｂ

増減額
Ａ－Ｂ

　業務活動収支 7,025 7,180 △ 155

　　うち支払利息 841 772 69

小計 a 7,866 7,952 △ 86

　投資活動収支 △ 6,550 △ 8,067 1,517

　　うち基金積立支出 1,596 1,985 △ 389

　　うち基金取崩収入（△） 5,104 4,508 596

小計 b △ 10,058 △ 10,590 532

業務・投資活動収支 a+b △ 2,192 △ 2,638 446
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【参考資料】

一般会計等に係る指標について

R6年度(A) R5年度(B) 増減(A)-(B)

①住民一人当たり資産額（万円）

資産合計（万円） 37,237,188 37,396,729 △ 159,541

人口（R6･R5/1/1住民基本台帳） 293,729 297,316 △ 3,587

住民一人当たり資産額（万円） 126.8 125.8 1.0

②歳入額対資産比率（年）

資産合計（百万円） 372,372 373,967 △ 1,595

歳入総額（百万円） 159,853 158,022 1,831

歳入額対資産比率（年） 2.33 2.37 △ 0.04

③有形固定資産減価償却率（％）

減価償却累計額（百万円） 251,474 241,790 9,684

分母（百万円） 412,875 398,850 14,025

有形固定資産減価償却率（％） 60.9 60.6 0.3

※分母＝有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

④純資産比率（％）

純資産（百万円） 182,070 181,950 120

資産合計（百万円） 372,372 373,967 △ 1,595

純資産比率（％） 48.9 48.7 0.2

⑤将来世代負担比率（％）

地方債残高（特例地方債を除く）（百万円） 116,623 113,982 2,641

有形･無形固定資産合計（百万円） 301,553 299,632 1,921

将来世代負担比率（％） 38.7 38.0 0.7

⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

純行政コスト（万円） 12,587,189 12,233,959 353,230

人口（R6･R5/1/1住民基本台帳） 293,729 297,316 △ 3,587

住民一人当たり行政コスト（万円） 42.9 41.1 1.8

⑦住民一人当たり負債額（万円）

負債合計（万円） 19,030,163 19,201,685 △ 171,522

人口（R6･R5/1/1住民基本台帳） 293,729 297,316 △ 3,587

住民一人当たり負債額（万円） 64.8 64.6 0.2

⑧業務・投資活動収支（百万円）
業務活動収支（支払利息支出を除く）（百万円） 7,866 7,952 △ 86

投資活動収支（基金を除く）（百万円） △ 10,058 △ 10,590 532

業務・投資活動収支（百万円） △ 2,192 △ 2,638 446

⑨受益者負担比率（％）

経常収益（百万円） 5,033 11,513 △ 6,480

経常費用（百万円） 130,315 128,002 2,313

受益者負担比率（％） 3.9 9.0 △ 5.1


